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◆子ども・子育て会議（第 32回）が開催される 

～公定価格のあり方について議論 
 

平成 29年 11月 7日、「子ども・子育て会議（第 32回）」が開催されました。 

会議の冒頭に、無藤隆会長から「子ども・子育て会議基準検討部会」の委員指名の報告

がなされ、本会からは佐藤秀樹副会長が昨年度に引き続き委員として指名されました。子

ども・子育て会議基準検討部会の部会長代理には、大日向雅美氏が指名されています（資

料 1）。 

 

議事「公定価格の仕組み」については、事務局から資料 2に沿った説明がありました。 

① 平成 29年度「幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査」については、現在集

計を行っており、次回の子ども・子育て会議基準検討部会（11 月 14 日開催）において

調査結果を提示する。 

  調査内容のうち、平成 28年度の収支の状況（公定価格における年間収支差）と、職員

の給与（平成 29年 3 月分の職種別の勤続年数、支給額）については、今後の公定価格の

検討に向けて調査結果が示される（資料 2のスライド 1）。 

  今回の調査では、平成 28年度（新制度施行後 2年目）の決算で収支の状況を見る。職

員の給与は「3 月分＋賞与・一時金」、職員の配置は「3 月時点」としている（資料 2 の

スライド 2）。 

  収支差の算定には、事業活動収入とサービス活動の費用との差額を比較する（資料 2

のスライド 3）。 

 

② 処遇改善等加算Ⅰについて、9 割を超える事業者が加算を届け出ている。平成 24～27

年度にかけて、約 7％の加算を実施した。平成 28年度の経営実態調査（プレ調査）の結

果において、この間に約 13％の給与改善がなされていることがわかり、加算が確実に処

遇改善に反映されている（資料 2のスライド 5）。 
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本会佐藤副会長から、公定価格に関して、①加算について、事業種別ごとの整合の点か

ら見た整理を行う必要があるのではないか、②職員配置について、保育士や嘱託医、調理

員を置くことのできる規定はあるが、所長（施設長）や主任保育士（主幹保育士）の位置

付けについても議論すべきではないか、との発言をしています。 

 

その他の議事として、資料 3では、平成 29年度地方分権に関する提案募集について、事

務局から説明がありました。複数の委員から、放課後児童支援員に関する「従うべき基準」

の廃止又は参酌基準化（資料 3 のスライド 5）について、質の低下につながることから、

慎重に対応すべきではないかとの意見が出されました。 

 

資料 4 は、平成 29 年 10 月 25 日の財政制度等審議会の資料からの抜粋であり、「保育事

業の収支状況」（資料 4 のスライド 5）では、平成 28 年度の経営実態調査（プレ調査）の

結果から収支状況のグラフが作成されています。このグラフについては、業種を超えて単

純な収支の比較はできないのではないかと委員から発言がなされています。 

 

内容等の詳細については、別添の資料 No.1 をご参照ください。 

 

◆平成 29 年度「子どもの育ちを支える、子ども・子

育て全国フォーラム」申込受付中 

（全国社会福祉協議会） 
 

平成 29年 12月 12日（火）に、「平成 29年度子どもの育ちを支える、子ども・子育て全

国フォーラム」を、全国社会福祉協議会 灘尾ホール（東京都千代田区霞が関）にて開催

いたします（主催：全国社会福祉協議会、後援：全国保育協議会・全国保育士会）。 

本研修会は、子ども家庭福祉関係者が、身近な地域において複合化した生活課題等を抱

える子ども・子育て家庭に対し、多様な地域資源と連携した支援を行うことの意義とその

方法について、具体的な取り組みを踏まえて考えることを目的に開催いたします。 

子どもたちがそれぞれの生まれ育った環境によって、将来の選択肢を制限されることの

ない社会の実現のために、子ども家庭福祉関係者は何ができるのか、この機会に考えてみ

ませんか。 

本研修会の詳細は、別添の開催要項（No.2）をご参照ください。 

申込締切は、平成 29 年 11月 27日（月）です。 

 

なお、本研修会の開催要項は、本会ホームページでもご覧いただけます。 

【全国保育協議会ホームページ（トップページに掲載準備中）】 

 http://www.zenhokyo.gr.jp/ 

【全国保育士会ホームページ（平成 29年度子どもの育ちを支える、子ども・子育て 

全国フォーラムのページ）】 

http://www.z-hoikushikai.com/new/new.php?id=39 
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